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論 文 目： 

防災を考慮し 住宅 ク ネ ン  

内容 要  
世界銀行 報告 世界 自然災害 1980-2012年 発生件数 約 2倍 被害 約 3倍

増加し 今後 気候変動 伴い 自然災害 ク 増大 懸念さ い 住宅 私的 公共

価値 いう多様 側面を有 重要 インフ あ 防災を考慮し 住宅 ク ネ ン い

求 い  

ク ネ ン ク顕在化 未然防 軽減を図 クコン ク 顕

在化 金銭的 備え クフ イ ン 分類さ 本研究 住宅 自然災害 ク ネ

ン 抱え 問 を 日本 け クコン 及び米国 け クフ イ ン ケ

明 こ を目的 以 2 研究を行  

． クコン 日本 住宅 耐震改修 建替え ネ ン 問 分析を行うこ を目的

し 住宅耐震化率 ク ュ ョン をMicrosoft Excel 以 Excel を用い 構

築し 建替え 耐震化進捗を耐震化率 観点 分析し 次 耐震性及び断熱性を有 住宅総

数 ク ュ ョン を Excelを用い 構築し 住宅 ック 耐震化 断熱化 一体的

実現を図 場合 耐震化進捗を戸数 分析し 最後 耐震改修 建替え 住宅耐震化

阻害要因を 東京都 イン ビュ 及び国土交通省 ンケ 結果を用い 分析し 耐震化進

捗 見通しや阻害要因を定量的 分析し 点 本研究 新規性 あ 結果 以 知見を得  

耐震化 耐震化率 観点 進 い し し政府目標 住宅耐震化率 90%及び 95%達成

従来 耐震化 12年 18年遅 年限 達成 い  

住宅 耐震化 断熱化 一体的 実現を図 こ 耐震化 加え 時 断熱化 2035年 予想

さ 全世帯数分を達成 こ 可能 あ こ 時必要 2008年現在耐震性 あ 住宅

断熱化率 年 1.0% あ こ 施策 消費者 及び政府方針 合致

し し 源等 理由 実現 難しいこ 推測さ  

耐震化率 観点 耐震化を 場合 耐震化 阻害要因 中 最大 耐震化 必要性 認識

要因を解決 政府目標 達成 従来 比 耐震化率 90% 12年 95% 8年

本要因を取 除く施策を打 こ 耐震化促進 い 最 有効 あ  

． クフ イ ン 米国 住宅 ハ ケ ン 策 ネ ン 問 分析を行うこ を目的 し

主要 ク 3者 収益性を 味現在価値(NPV)を指標 し 測 を

Excelを用い 構築し ハ ケ ン 住宅損害 保険会社 支払限度 を超え 場

合 政府 補填率 担し 超過し 場合 住宅所有者 超過分を 担 キ を想定し

を適用し 保険会社 支払限度 及び政府 補填率を決定変数 し What-if分析を行 住宅

命 住宅保険及び防災改修 双方を考慮し こ 本研究 新規性 あ 結果 以 知見

を得  

保険会社 加え 政府及び住宅所有者 担 オ NPV合算値を最大 決定変数

最適値を求 本研究 設定 オ 政府 最大補填率 50% 保険会社 支払限度 930

支払限度 1140 補填率 99% 3者 担限界を以 う 可

視化し ク 別 ュエ ョン別 場合分け 決定変数を定 最適化 ュ

ョンを行い 米国 住宅 ク ネ ン 問 分析を行うこ 今後 課 あ  

総括 本研究 クコン 及び クフ イ ン 観点 住宅 ク ネ ン

問 分析を試 住宅所有者 意思決定 し易さ等 住民 分析を含 解析 今後必要 あ  
 

キ ワ 5語 防災 住宅 ク ネ ン 耐震 味現在価値 


